
高病原性鳥インフルエンザ対応に関する緊急要請 

 

高病原性鳥インフルエンザ（ 以下、（ 鳥インフルエンザ」という。）は、令和２年度

以降に全国的に大規模な発生を繰り返し、発生農場ばかりでなく、関連事業者を含め

た養鶏業界に甚大な被害を生じさせており、また、鶏卵価格の高騰により国民の生活

にも大きな影響を与えている。 

昭和 26 年に制定された家畜伝染病予防法においては、防疫措置は家畜の所有者が

第一義的責任を負うものとされているが、近年は、畜産業の大規模化が進み、家畜の

所有者には対応できないことが多く、家畜伝染病のまん延を防止するため緊急の必要

があるとして、都道府県がほぼすべての防疫措置を担っているのが現状である。 

また、法の想定をはるかに超えた規模の家畜疾病が発生していることから、発生農

場の従業員や都道府県職員のほか、市町村職員、畜産関係団体、民間事業者、農林水

産省や他の都道府県等からの派遣職員に加え、自衛隊の協力も得て、防疫措置を行っ

ている。 

このような中、令和７年５月３０日付け７消安第 1555 号農林水産省消費・安全局

動物衛生課長通知（ 以下、（ 動物衛生課長通知」という。）において、鳥インフルエン

ザ発生時の防疫体制の見直しの中で、動員計画等の作成に当たり民間事業者等を最大

限動員することが前提とされるとともに、都道府県が自衛隊派遣要請を検討できるの

は、行政機能の維持が困難になり、やむを得ないと判断した場合との整理が新たに示

されたところである。 

もとより、都道府県としては、自衛隊の主たる任務は認識しているところであるが、

防疫措置を実施できる民間事業者等には限りがあり、大規模な農場における発生、複

数農場における同時発生等の場合においては、自衛隊の派遣なしでは、早期封じ込め

のための初動体制を確保することが困難であることについても考慮する必要がある。 

さらに、国内では人への感染は認められていないものの、海外においては人への感

染事例もあり、公衆衛生の観点からも、発生原因の究明と発生時の速やかな防疫措置

が求められている。 

都道府県としては、今後も養鶏業界及び国民生活の保護のため、鳥インフルエンザ

発生時には全力で対応に当たる所存であるが、国においても下記事項について早急に

対応するよう、全国知事会として強く求める。 

 

追認資料１１ 



記 

１（鳥インフルエンザに係る防疫体制の見直し 

 １）民間事業者を活用した防疫作業体制を構築するためには、殺処分等の作業を

円滑に実施できる事業者の確保が不可欠であることから、国において、これら

の作業に従事可能な事業者を予め登録する制度を創設するとともに、広域で活

動できる事業者の新規参入を促進すること。 

 ２）発生都道府県における家畜防疫員の速やかな確保に資するよう、予め各都道

府県の派遣可能人数を国において把握するなど、発生時の迅速な調整へ向けて

改善を図るとともに、国からの家畜防疫官についても、直ちに必要な人数を派

遣すること。 

加えて、予め資機材の備蓄の充実や、近隣都道府県における受け入れ可能な

設備を持つ焼却施設に係る情報提供を行うこと。 

 ３）動物衛生課長通知において、 飼養羽数にかかわらず、都道府県が自ら対応可

能な防疫体制を構築すること」とされ、また、 複数農場における同時発生を想

定した動員計画についても検討すること」とされているが、養鶏密集地域や大

規模農場における発生、複数農場における同時発生等の場合は、感染拡大防止

の観点から初動時の速やかな封じ込めが特に重要となり、かつ、民間事業者等

を最大限活用したとしても、行政機能の維持が困難となる可能性があることか

ら、これらの場合については、やむを得ず自衛隊の派遣を要請せざるを得ない

場合に該当するとみなすこと。 

 ４）開放鶏舎だけでなく、最新の設備・技術を導入したウインドウレス鶏舎にお

いても鳥インフルエンザが発生している状況にあることから、引き続き、発生

の原因と感染経路の究明を国主導で行うとともに、ワクチン等の予防策につい

て、調査研究を進めること。 

 

２（鳥インフルエンザの発生に対応した所有者等への支援の拡充 

 １）鳥インフルエンザは近年特に発生頻度が高く、社会的影響が生じる場合があ

ることから、家畜の所有者自らが、家畜防疫員の指示に従い、殺処分や埋却等

の防疫措置に必要な作業人員や機材などを確保して防疫措置を講ずる場合、国

の財政支援を拡充し、当該措置に係る所有者の費用負担割合を引き下げるこ

と。 

 ２）制限区域内に所在し新たな鶏を入荷できない養鶏事業者や、発生農場の経営

再開まで当該農場との取引を停止せざるを得ない食肉処理業者や育雛場などの



関連事業者に対して、経営継続に向けた財政支援の充実を図ること。 
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